The Role of Socialist Countries in Tripartite Industrial Cooperation by 松井, 隆幸
Title「三地域間産業協力」とソ連・東欧
Author(s)松井, 隆幸










A.G ・ホップウッドの記述的会計理論……・高寺貞 男 1 
赤字国債の累積と金融・証券〔下〕・・・・・ 西村 貢 18 
「三地域間産業協力」とソ連・東欧…・・・・・松 井 隆幸 37 
名誉教授イン宇ビ2 ー























1)， 2) UNCTAD，“ Recent developments in East-West co-operation in third countries and 
m tripartite co-operatωn，" RepoTt by the UNCTAD secretariat. (TDjHjlUOO， 6 ]une， 
1984)， p.18 para. 60 
3) 西村文夫「発展途上国に対するソ連の新戦略」平井友義編『ソ連対外政策の諸様相~ (日本国
際問題研究所)1977:年参照。




じめた，いわゆる「三地域間産業協力 (Tripartite Industrial Cooperation， 
以下 TICと略す)Jの実態把握に焦点を当ててみた。
ところでこの TIC分析で知られている P ガットマンは， 世界経済におけ
る TICのインパク lに関して Iまさにその存在が構造的進展の可能性を示
すものである」ω と指摘し Iそれは束由関係、の推移とくに東西産業協力のグ
イァミック λ によっ C決定されるJ"としている。 こうしてガットマ γは自ら
の調査結果に基ヮき，東西問相互の「補完性」に触れながら，東西問ベ 九に
よる協力形態すなわち「第三世界における東西協力 (East-West cooperation 












以下では，ガット 7 ンおよび UNCTADの見解を混えながら TICを考察し，
ソ連・東欧(正確には東欧コメコン諸国〕白対第三世界経済戦略の理解に糸口
5)， 6) Patrick Gutman，“Tripartite lndustrial Cooperation and Ea回 Europe，" in U. S.， 
Congress， Joint Economic Committee， East European Econom~'c Assessment， Part 2-Regio-
nal Assessrne叫 s，97 th Cong.， 1stses.， Washington， D. c.， lulylO， 1981， p.824 
7) Thid.， p.fl4fiおよび P.Gutman，“Tripartiteindustrial coo]Jerati叩 andthiId countries "，
in Christopher T. Saunclers Ced.)， East-West-South， E叩 nomicInteractions between Three 
Worlds， Thc Macmillan Press Ltd.， 1981， p.343 













に各国の外国貿易公団 CForeignTrade Organization， FTO) が，他方西側先
進諸国からはュ γジユアリング企業'"が主としてプロジェクト活動に当ってい





8) Report by the UNCTAD secrta円at.(TD/B/1凹0)，吋 cit.，p.2 para.5 
。〉 ソ連東欧貿易会「東西産業協力白最近の動向J.ソ連東欧貿易調査月報』ユ97C年9月号21ベ γM 
同月報には， ECEの調査報告“Promotionof trade through ind凶 rialco-operation: Re-




ロジェクトの見積り 評価およびマネー ジメ γ ト専門白コンサルタント業務。遂行。 Report句
the UNr:TAD secretariat. CTD/B/IOOO)， ot. cit.， p.6 pata.18 
11) 特殊プロジェクトの遂苛に当っては， 主に民間企業である場合が多いといわれている。倍以，






















ている。 F ガットマンは自己の調査結果から， 東側 西側聞で「補完」関係，
12) ソ連東欧貿易会，前掲『ソ連束欧貿易調査月報~ 21ベ ジ。
13) Report by the UNCTAD secretariat. (TDjB/lOOO)， op.cit.， p.7 para. 23 
14) UNCTAD，“Trade-creating industrial co-operatjon among countries having different 
economic and social systems "， Study by the UNCTAD secretariat. (TDjIヨ/剖6.14 August， 
1980)， p. 25 para.B9および ibid.，p. 3 para. 9参照。
15) R噌ortby the UNCTAD secreta円at.(TDf日/1000)，op. cit.， p. 7 para. 23， p.25 pa日.81 
および p.30 para. 99.ここでむしろ問題なのは，プロジェクトヘ白現地参加の度合であり，こ
三に一つ向指標をおきたい〈第1表参照〉。
「三地域間産業協力」とソ連・東欧 (275) 41 






























出所) Patrick Gutman，“Tripartite industrial cooperation and third countriesヘioChristo-
pher T.Saunders (ed.)，EasトWest-SoutιEconomiclnteractions between Three Worlds， 










16) P. Gutman，“Tripa.rtite ind凹 tria1cnoperation"and third countries ". np. ciι， p. :=143. 
42 (276) 節目6巻第3号
第z表 34TIC プロジ z ク卜 (1965~75年〉における各パートナーの
寄与額と和苅比率


























491 8 90，3 
270 4 234，7 
254 1 700 
4，605 
5，620 34 1，025 
52.72) 9，6 





ためである(市-100% プロジ z クト数4件，金額4，605百万フラン〕。
出所 PatrickGutman，“ Tripartite indus沈rialcouperation aIlu Lhird COUnlr1eS"， op 














































-20%に相当するといわれている。 Report勾 theUNCT AD secretariat. (TDjBjlOOO)， nt 
cit.， p.7 para. 23 
19) ソ連束欧貿易会，前掲「ソ連東欧貿易調査月報J21~22へ ジ。また「コシソ ジャム (con






















、契約， i)共同で活動する各々 の外国バ トナー との同}契約， ii) 2つの外国パ トナ〔共同
署名者〉之の単一契約，および iv)各外国パー トナー と白個別契約。 M.Davydov，“UNCTAD 
and Tripartite Inrl1財rialCooperation "， in Nita G. Watts (ed).， Economic Relatiolls betwe 
開 Eastand同est，The Macmillan Press Ltd.. 1978， p.233 
21) 従契約者は，しばしば顧客のロシサルタントと契約する場合があるが，顧客白身とは契約しな
い。 Reportby the UNCTAD secretariat. (TD/B/IOOO)， op. cit. p. 25 para. 81 




23) ただし，チェコスロパキアはコンソ Jャムの形を左る場合が多い.， Report by the UNCT AD 









































とζろ，産業也元ゐ二彩愈としてのジョイ γ ト・ベンチャー'"は， もっぱら東
商問によるものがほとんどであり，途上国の現地参加から成るものはあまりみ
られない。 なお合弁形態には，いわゆる「法人を設立する形態 (incorporated
joint venture) Jの狭義のものから i法人を設立しない形態(unincorporated 
joint venture) Jまであるが， 以下ζ こでは前者にみるいくつかの例をあげて
オヨきfこい20'。
1973年ンガリ と西ドイツのあいだで，合弁会社 Prυlrn出 (出資比
率.ハγガロー50%，西ドイツ50%)設立。と〈に中東アラブ諸国へタ-
Yキー・ファームお上び農業設備の引渡し。
一一1975年，ポーランドの Polimex-Cel四 p とイギリ λ の BurmahOi1 Co 
l"d とのあいだで，合弁会社 PoliburEngineering Ltd. (本社マンチ E
1 ター〕設立。化学製品，建設資材，紙・セノレロース，冷凍・農業製品お
よび食品等の生産のタ ンキー・工業用プラントの輸出。
一一1976年，ポーランドとフラ γスのあいだで， 合弁会社 Technip四〈本社
パリ.フランス曲1-Technip 40%， Banque Nationale de Paris 10%. 
25) ECEおよび UNCTAD事務局白調査レポート C十九 「シ Rイント・へンチャー」を「虚業協
力のー形態」として取り扱っているりも本稿もそれに従っている。ソ連東欧貿易会，前掲「ソ
連東欧貿易調査月報Jl22~23ベージおよび Study by the UNCTAD secretariat. (TD/B/806)， 
op. cit'J pp. 11-12参照」 なお「ジョイント ベンチャー」と「産業協力」の両者の詳細企比較
検討については， Stanley 1.Paliwoda. Joint East-West Marketing， and Productio71 Venture. 
Gower Publishing Company Ltd.. 1981. pp. 1干126.(去〈に Table5りを参照されたい。
26) 以下町実例は P.Gutrnan，“Tripartite industrial cooperation and third countries"皐 op.
cit.， p.339， p.341および p.345による。
「三地域間産業協力」とソ連・東欧 (281) 47 
ポーランド側 Po1imex-Cekop 45%. Polska Kassa Opiecki 5 %)設立。
中東・アフリカおよびアジア諸国へターンキー・プラントの引渡し。
一一1977年， ソ連の Licensintorg(1工業所有権輸出入公団J) とイタリ 7の
IRIの子会社 Italpiamti とのあいだで，合弁会社 TecniconSPA (本社
ジェノ 7:イタリア邑0%. ソ連50%)設立。第三世界諸国のアリキ工場お
よび製鋼所の設計・建設(第8表参照〕。
以上の実例が不すように，当初より束西問ジョイ γ ト・ベ Yチャーがほとん
どであり， しかも共同所有 (co-owned) の形態をとっている。他方現地企業
もしくは政府の参加によって，生産およびマーケテ fγ グ分野で共同活動する，











2η 出資比率は止のとおりーナイジエリア政府40克，ハンガロー Mp.dimpex40克，スイス Pharma





28) 株式所有比率は次白とおりーーギニア政府 (50%)，ナイジエリア政府 (13.5%)， リピア政府
(10%)，アルジz リア政府(7%)，日本の Nichimen(7%)，スベインの IN1-Sierra-Mineral 




ので， しかも西側諸国に設立し即，そこから設備・プラ y ト等を途上国へ引渡
すというパターンが一般的のようである。こうした状況の背景には，東西聞に



















ポー ランドおよびルー マニア。現在でもこの4カ国だけである。詳細は StanleyJ. Paliwoda， 
ot. cit.， pp. 12.7-152 (とくに Table6.1)を参照されたい。
30) 1962-64年，インドにおいてハンガリーとオーストリア由コンソ ジーャムOあいだで遂行され
たものが， TICプロジzグトの最初といわれている。 Reportby the UNCTAD secretariat 
(TD/B/IOOQ)， op. cit.， p.9 para. 29 
31) P. Gutman.“Tripartite inrll!ltrial coop目 ationand third coun廿ies~. ot. cit.， p. 342 






































なかでも「技術移転 (transferof technology) Jに関しては， UNCTADの
レポートでもT1C参加の主要な動機の っとしてあげている叩。もっとも同











33)， 34) M. Davydov.叩'.cit.， p.236. 
35) M. Davydov.ゅ cit.p. 233 
出) UNCTAD事務局のレポー トによると， TIC参加の動機として次申4つをあげている。 白マ
ケティ γ〆戦略. i)相互補完性， ii)技術事転および jv)現存するフレー ムワ ク協定〈清
算システム，長期 低利子信用，買い戻し契約など〉の履行，前者の2つは東ー 西間，後者の2つ
は南慣にそれぞれ関連するものとし C取り扱っているo Re.少ortby the UNCT AD secretariat. 
(TD/Iν1000)， op. cit.， pp. 20剖
37) Ibid. p. 22 para. 74. 
















示すとおりである 38)0 1979年現在，プロジェグト件数226件(l965~75年 138





















































































































「三地填問産業協力」とソ連東欧 (287) 53 
地中海 11 8.0 12 13.6 
キプロス 。 1 1.1 
ギリシア 3 22 3 3.4 
ト ルコ B 5.8 8 9.1 
合 計 138 100 88 100 
出所) Patrick Gutm阻 J‘Tripartiteindustrial cooperation and third countries 九
















1農業， 2.エネルギー 1)石炭 2)電力，生産(火力，水力発電〕回流通 3)天然ガス 4)石油，
抽出精製・流通 5)ホ， 3鉱業一1)非鉄金属 2)鉄鉱石 3)非金属鉱石， 4中間財産業 1)製
鉄およz粗鋼の変形 2)非鉄金属の冶金の建設資材およびガラス 4)基睡化学製品 5)紙およ
びポ ル紙(厚紙，) 6)生コムおよび合成樹脂の置換 7)鋳造および金属加工， 5設備財産業
1)機械装置の電気および電T装置の陸上運搬装置 4)造船，航空およぴJi;器等， 6.消費財産
業 1)農業製品および食品 2)準化学薬品または薬物類 3)繊維，衣類のその他〔皮製品履
物，家具等)， 7建設および公共事業， 8同業サービスおよび通信一1)ホプル 2)遠距離通信
(テレピ，ラジオ，電話) 3)その他(銀行，エンジニアりング等J，9遇帆交通機関一1)陸上交
通〈道路，鉄i芭) 2)嘩上交通の空輸，以上。 P.Gutman，刷Tripartiteindustrial co叩 eration
and third countries "， 0.少 cit.，P'P. 358-359 
54 (288) 第四6巻第3号




出所) Patrick Gutman，“Tripartite industrial co-operation and third 














40)， 41) Ibid.. p. 847 Table 17. 4 
42) 1965-79年において，全プロジェクト桝数120件のうち， エネルギ一部門 43件，中間財部ノ
「三地壇間産業協力」とソ連東欧 (289) 55 
第 z 園地域別にみた TIC プロジェクト心部門別構成 (1965~75年， 1976.，79年〕
010“山 30 40 日印刊別別 1叩(%)
エ点ルギ 中間財 i自型財設備財「←→その他
北アフリカ (19日 -7咋)凶邸幽凶凶?三三÷三号戸~号ず';:1 1 


















OPEC諸国 l 、、 ~ー 一ー
仕引ト79~:) 応白断 司二三7二三七二一三二三.re3生当
出所) Patrick Gutman，“Tripartite industrial cooperation and third countries "，噌




¥、門 34イ牛，消費財部Fl'25件となっているo ibid.， pp. 350-351， Table 17.ι 







第 4表西側諸国の TIC プロジェグト参加件数(l965~，79年〕
参加国
19吊，-..，.75~ ， 38 1976，-.，79: 88 
件数" F百 件数1】 % 
オーストリア 19 11. 0 13 13.1 
ベルギー 9 5.2 3 3.0 
カナダ 0.6 。
デンマーク 0.6 。
ブィンヲ γ ド 1 0.6 4 4.0 
7ランス 46 26.7 15 15.2 
酉ドイツ 36 20.9 24 24.2 
アイルランド 0.6 O 
イタりア 22 12.8 8 8.1 
日 本 4 2.3 6 6.1 
コトラソダ 1 0.6 2 2.0 
スベイン 5 2.9 。
スウェーデン 4 2.3 1 1.0 
スイ ス 8 4. 7 8 8. 1 
イギリス 10 5.8 10 10.1 
アメリカ 4 2.3 5 5. 1 
E E C 126 73.7 62 62.6 





出所 PatrickGutman， "Tripartitc indu3ttial cooperation and third countrIes':. 
噌 "ι，p. 360 
43) 1965~79年において，アジア 全フロジェクト件数28件のうち，中間財部門 13件3 エネルノ
(291) 57 「三地捗問産業協力」とソ連東欧
第 5 衰東側諸国の TIC プロジェクト参加件数(l965~79年〕
1"65~ 75， 138 
件数υ % 








10 11. 1 
16 17.8 
参加国

































¥冶ギー 部門 11件。ラテ γアメリカ 全プロジェクト件数19件のうちz エネルギ一部門 9件，中間
財部門ー 7件。地中海ー全プロ;/~-クト件数回牛のうち，エネルギー部門 1引竿， 中間財吾日門 5 
件。 ib刊ム pp.350-351， Table 17.5. 
44) しかし，たとえば西ドイツやフランスむように， 固としての事加件数は非常に多いもの<')，
実際に西側から参加している企業自体の数はかなり限定されており，同一企業が多〈の東側パー
トナ と組ん巳さまざまなプロジェクトで活動し1いるのが実状りようである。 Reportby 
the UNCTAD secretariαt. (TD/BjlOOO)， op. cit.， p.6 para. 20参照。
58 (292) 第136巻第3号
次いでソ連(l3~14%) が続いているが，なかでも 70年代後半のソ連および東























45) その他1'"東欧コメコン諸国〈プルカリア，ルー マニア，チェロスロハキア〉については，Re 




























































































































































(%) (51. 5) 
東側西側 117 































































「三地域開産業協力」とソ連・東欧 (295) 61 
































































注) 1) ユー ゴスラビア白企業も参加している。
出所〉 “Review of frends and policies in trade between Countries having different 
economic and social systems "， Study by the UNCTAD secretariat. (TD/B/7S4， 


































4") これら西側パ トナ}と連合して遂行されたフロジェグトは次のとおり。カメルー ンおよびア
ノレジエリアー 化学肥料工場(西ドイツ， 日本)，カメルー ンー パルプ工場〔西欧，東欧各国)，イ
ラク一石灰工場(スイス)， リピアー セメント工場(日本〉および道路建設(イギりス〉。 出d.，
p. 11 
49) Ibiムpp.14-15参照。
50) これは，西側パー トナ である西ドイツから当該グゎジ占グトに利用できる抽出官用保証がな
かったためであ~，エチオピアとのあいだで新しく設けられた清算システムの下で遂行さ札た最
初のプロジェクトである。 ibid.，p.15 para. 50. 
第8衰 ソ連 西側企業間 TICプロジェクト協定 (protocolagreemer 
西ι五福flO 乍五福扇扇瓦元司
1.ιI回h& Co. L凶〔日，ot:) 対外経済交流国家委員会およ l ァスベJ
び外国貿易省
2. Deutsche Babcock， AG (西ドイツ) 鉱山技術輸出入公団 発電所，
3. Eli-Union， AG (オーストリア〕 機械輸出公団 資源採』
4. FerrostaaI (西ドイツ〕 工莱所有権輸出入公団 製鉄所
5. Gi e Gi， SAS (イタリ γ〕 外国貿易公回目辺ンソーシャム 家畜の長
6. IIitachi (日本〉 動力機械輸出公団 発電所
7. Italpianti (イタリア〉 工業所有権輪日{入公開 フリキ二
B. Kone， Oy (フィンランド〉 外国貿易公団 原料処士
日.Kontram (フィ γヲンド〉 工業技術輸出公団 発電プ
10. Logabax (イギリス〉 外国貿易公団 原子力j
11. Outokumpu (ワィ γ ラy ド〕 非鉄工業輸出公団 非鉄鉱3
12. Rautaruukki， uy Cフィンランド〉 外国貿易公団 製鋼所
13. Simmering-Graz-Pauker 外国貿易公団 雑製品じ
。一ーストり y)
14. Valmet， Oy (7ィシラン l〉 l紙パルプ産業省 製紙機1
15. Weco Wehmeyer & Co_ (酉ドイツ〉 科学技術国家委員会 眼鏡レ
























51) Jbid.， pp. 15-17審問ゆ
52) ツ連奉加によって遂行されたさまざまなタイプ規模のプロジェクトがあるが， 19但年半ば現
在その童文は約七000にのぼり，うち2，500は完了I 1，500は建設中といわれている。出d.，p. 16. 
53) ツ連の融資条件は，年f!率2-3%，返済期間20-30年といわれている。 ibid..p. 16 para.53 
54) P. G凶man，“TripartiteIndustrial CooperatioD and East Europe "， op. cit.， p.848. 
「三地境問産業協力」とソ連・東欧 (299) 65 
まであろう。たとえばガットマンのいうように，生産の国際化を強調するなら






















状態等によって， 特定の地域・国および部門に集中している。 しかL-TIC 
55) 恥1.Davydov. op. cit.， p.232 
66) たとえばハンガリー についてみると，自動車輸送〈なかでもJス， トラ y ク部品〕ー ディ ゼル. . 
亭および医療機器等が伝統的な強みをみせている。そ白ほかの各国については，杉本昭七「コメ
コン国際分業目社会主義的性格についてH経皆論議』第114巻第8・6号， 1974年を参照されたい.
66 (300) 第136巻第3号
は少なくとも東側にとっ1は西側との協力により， さきの制約要因に加えて技
術的要因を克服できる条件をもち備えている点で， TIC参加の意義は大きい。
周知のように，ソ連・東欧と東南アジアおよびラテンアメリカとの経済的結び
つきが薄い実状をみるに，こうした点からTICへの期待は大きいであろう。 80
年代に入ってからの TICを通じたこれら地域への積極的な接近は，確かに地
理的・政治的距離をあまり感じさせないまでになってきたものの，同時にこれ
までのアメリカの TIC参加の消極性が懸念されるところである。今後の TIC
に対する7メ百カの出方が，一つの大きなカギを握っているように思われる。
またこれまでの東欧コメコン諸国の TICプロジェグト活動にお付る役割は
すでにみてきたとおりである。すなわら「三重構造」の中層に位置し，酉側パ
ートナ←のいわば下請的存在にあった。それと同時にヨメコ γ各国の自国産業
の強みとするところが，プロジ ι グトで十分に生かされたものであった開。し
かし資金調達面での行き詰りは，各国に共通Lた課題であ句，このことが果し
て TICの進展にどのように影響するかは，いま一つ今後を占う指針となろう。
とうして70年代後半に入って急速に発展してきた TICは I新しい形態とし
ての東南経済関係」として今始動しはじめたばかりである。今後の展開が期待
される。
(1984年12月脱稿〉
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